
声 明 
 

⽇本基督教団 京都教区 「教会と社会」特設委員会は、政府与党 ⾃由⺠主党が提案する 
「5 類型を撤廃し、「『武器』を含む国産完成品の移転を原則として可能とする」 

防衛装備移転三原則の運⽤指針⾒直しに断固反対する。 
 
ヘブライ⼈への⼿紙 12 章 14 節 「すべての人との平和を、また聖なる生活を追い求めなさい。」 

我々は、主イエス・キリストの神が天地を創造し、人を創造したと信じる。故に、あらゆる人間は 

この創造主なる神の前に平等であり、神に貴い者とされ愛される存在である。さらに神は世界を 

見て「極めて良かった」と言われるのだから、我々はこの神の創造の世界において、喜びと感謝 

と、神の創造を賛え、生かされることが求められる。詩編 134 編「天地を造られた主が、シオン 

（エルサレム）からあなたを祝福して下さるように」、つまり「神は平和」という神の統治理念から 

あなたがたを祝福するという意味であり、故に神を求めることと平和を求めることは、同義である。 

キリスト者は「神から受け取る」だけでなく、神の統治理念（神は平和）において、積極的に、自発的

に、主体的に「追い求める」ものである。それはキリストにあって、神との⽣きたかかわりであり、 
主の平和を追い求め続けることに他ならない。 

⽇本国憲法はその前⽂と九条で、⽇本だけでなく世界から紛争や貧困をなくすための⾏動を惜しま 
ないことを宣⾔し、その世界の平和はいかなる武⼒によるもではないことを誓っている。そのことを 
踏まえ、「武器」の輸出が国際紛争等を助⻑するものであるとして、歴代の政府は、武器（兵器）の 
輸出を全⾯的に禁⽌する⽴場とってきた。ところが、安倍晋三元⾸相は、2014 年閣議決定で、「武器輸
出三原則」を国⺠の同意を得ることなく勝⼿に破棄し、事実上、武器（兵器）の輸出を解禁した。以後

2015 年「防衛装備移転三原則の運用指針」として、2015 年、2016 年、2022 年、2023 年、2024 年と改

正を繰り返してきた。そして今回、「防衛装備移転三原則の運用指針の輸出可能装備品「５類型 

（救難、輸送、警戒、監視及び掃海に係る協力に関する完成品）に限る」という現行規定を撤廃し、 
殺傷能⼒のある武器を含め「原則として可能とする」と明記した。これにより、戦闘機や戦⾞、 
護衛艦、潜⽔艦などの攻撃兵器の輸出が解禁されることになる。 
⽇本国憲法の基本原理は「平和主義」であり、このことから考えれば、武器（兵器）の輸出を解禁する
ことは、憲法違反のみならず、⽇本の平和主義を根底から覆し、世界に恐怖と争いの禍根を与えること
になる。また、それは、⽇本の犯した戦争の過ちを再び犯すことに他ならない。 
アメリカ合衆国との安易な安全保障に依拠し、与党の数にものをいわせて、国⺠の主権を侵害して、 
先の戦争の多くの犠牲の上に⽴つ⽇本の平和主義を覆すものである、政府与党 ⾃由⺠主党が提案する
「5 類型を撤廃し、武器を含む国産完成品の移転を原則として可能とする」ことに断固反対する。 
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